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事業３

公益事業

受託事業

収益事業

事業１

事業２

   県企業局の所管する浄水場の運転管理業務や水質
検査業務を行い，水道水の安定供給に貢献している。
   つくばへリポートの管理や格納庫の管理も行ってい
る。

設　立
目　的

　水道の普及促進や浄水場の運転管理業務を通して，県行政及び公営企業の円滑な推
進を支援し，県民の多様かつ高度なニーズに対応して県民福祉の向上に寄与すること
を目的とする。
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［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１８年７月１日現在

　

　

財団法人　茨城県企業公社

0.0

   「県民まつり」等のイベントに参加し，水道水の安全性
をＰＲすることにより，水道の普及を促すとともに，水道
水源の浄化や水資源の大切さについて啓発している。
   市町村の水道事業に従事する職員を対象とした研修
会を実施し，担当職員の資質の向上を図っている。
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平成１８年度事業費
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1,160,882

内　　　　　　　　　　　　容
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出資順位

   県企業局が所管する水道用管路の維持管理を行い，水道
水の安定供給に貢献している。
   浄水発生土資源化設備の運転管理と製品販売を行い，資
源のリサイクルに対する県民の意識の高揚を図っている。
   市町村の浄水場等の運転管理を行い，水道事業の効率化
に貢献している。
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財団法人茨城県企業公社

企業局  総務課
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［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

負債

正味財産

財団法人　茨城県企業公社
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平成１６年度 平成１７年度平成１５年度
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事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額
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期末正味財産

流動資産

固定資産

　　計
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うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金
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産
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（単位：千円）

補助金

委託金

0 0 0

1,114,2851,105,672

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

（単位：千円）

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

102,34099,038

98,793

215,296

106,418

73,594

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
 

委託金
   「浄水場の運転管理業務等委託」，「つくばヘリポート管理業務委託」，「管路
保守管理業務委託」及び「資源化設備運転管理業務委託」を受け，効率的な
業務の推進に寄与している。

貸付金
 

［平成１７年度の補助金等の目的・内容等］

　

損失補償・債務保証

1,114,2851,105,672

96%

　

91%
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効率性

   現在行っている公益事業を積極的に展開しながら，経費節減に努め，効率的経
営体制の強化を図る。また，県企業局と一体となって水道水の安定供給に努め，
更なる信用を得られるように努力する。

健全性 効率性
   実費弁償方式
を行っているた
め，利益率は上
がらない。しかし
借入金もなく健全
な経営である。

   職員のコスト意識を
高めると共に，経費節
減に努めていく。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

各評価項目については，「出資法
人等経営評価指標及び評価基準
等」を参照

計画性

組織の管理運営上における人的・物
的な経営資源が有効活用されてい
るか

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行わ
れているか

法人が行っている事業と当初の設立
目的が適合しているか

組織運
営の

適正性

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ情
報公開による透明性の確保が適切
か

計画性

目的適
合性

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
   新たな財源の確
保に努めると共
に，なお一層の経
営の効率化を目
指す。県企業局の
中期経営計画と
の整合性を保ちな
がら，経営体質の
強化を図ってい
く。

   県企業局の所管
する浄水場の運転
管理を円滑に行う
とともに，水道の
普及促進や水質
浄化啓発活動等も
行っており，設立
目的に沿った事業
を実施している。
安全で安心な水道
水の安定供給に
寄与していく。

   職員の年齢構成に
偏りがみられるが，
業務は円滑に実施さ
れている。

62.7%
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28.1%効率性

合計

28 40

32

102

9

64

9

33

公益法人会計用
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健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性

4

評価項目数

4

《評価の視点》

法人の財務体質が健全であるか，ま
た，各事業の採算性がとれているか健全性
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［法人を担当する課の意見］

   企業局浄水場の
運転管理等を安定
的に実施するとと
もに，水道の普及
促進事業等の公
益事業も着実に実
施しており，設立
目的に沿った事業
が行われている。

平成２０年度
・職員１人あたり事務費の削減
  （平成21年度までに平成15年
　 度比－7.5％の削減）
・技術力強化のため各種資格の
  取得
  （平成18年度取得者目標）
　水道施設管理技士2級 3人
　エネルギー管理員（電気） 2人
　酸素欠乏危険作業主任者　2人
　産業廃棄物中間処理施設技
  術管理士 １人
・浄水場運転管理業務について
  民間委託の場合との費用対
　効果等の検証

・職員１人あたり事務費の削減
  （平成21年度までに平成 15
    年度比－7.5％の削減）
・技術力強化のため各種資格
  の取得
  （平成19年度取得者目標）
 水道施設管理技士2級 3人
 エネルギー管理員（電気）2人
 酸素欠乏危険作業主任者3人
 産業廃棄物中間処理施設技
 術管理士2人
・浄水場運転管理業務につい
 て民間委託の場合との費用
 対効果等の検証

・職員１人あたり事務費の削減
　（平成21年度までに平成15年
　　度比－7.5％の削減）
・技術力強化のため各種資格の
　取得
  （平成20年度取得者目標）
　水道施設管理技士2級　3人
　エネルギー管理員（電気）　2人
　酸素欠乏危険作業主任者　3人
　産業廃棄物中間処理施設技術
　管理士2人
・平成20年度末までに検証結果
　取りまとめ

平成１９年度

効率性健全性組織運営の適正性目的適合性

法人担当課の意見

   常勤役員を含め，
管理者数は適正であ
る。また，嘱託職員
は採用時に５０歳を
超えていることから，
プロパー職員との年
齢構成に隔たりが見
られるが，業務は適
正に行われている。

   年次計画及び
中長期計画に基
づき，計画的な事
業運営が行われ
ている。

計画性

－ －

   企業公社はこれまで水道の普及促進や水質浄化の啓発に積極的に取り組んでおり，本
県の水道普及率の向上に寄与してきた。また，企業局浄水場の運転管理を円滑にサポート
することにより，企業局と一体となって水道水の安定供給に努め，県民福祉の向上に寄与し
てきた。
   昨年度の経営評価においては，公社の役割は，発注者である県企業局と連携して機動的
かつ効率的に業務を運営することにあるが，一部の自治体で浄水場の運転管理を民間委
託している事例も見られることから，コスト面でも寄与できるよう引き続き自主的な経営改善
に努めるべきとされた。
   水道法の改正を受け，一部の小規模自治体において水道法による第三者委託が開始さ
れており， 公社においても将来的に民間事業者と競合することも想定されることなどから，
所管課においても民間事業者との競争に負けない経営体制を確立するよう指導していると
ころであり，公社でも，現在，経営体制の強化に取り組んでいるところである。
   また，平成１８年４月から，県からの派遣職員を従来の５名から２名削減するなど，人的関
与の見直しについても積極的な取り組みを行っている。

   事業の大部分
が実費精算方式
のため利益率は
低いが，借入金
はなく，事業も安
定的に推移して
おり，経営体質は
健全である。

   嘱託職員の使用に
よる人件費の抑制，
各種既定経費の削減
等，経営の効率化に
努めている。

第
４
次
行
財
政
改
革
大
綱
等
の
推
進
工
程

推進事項

計
　
　
　
画

取
組
状
況

平成１８年度

－

１　経費の削減
　　平成15年度の職員１人あたりの事務費について平成21年度までに7.5パーセン
  トの削減を図る。
２　経営体質の強化
　　技術力の強化のため，業務上重要性を有する各種資格の取得に積極的に取り
 組む。
（１）水道施設管理技士（２級）　 Ｈ17年度現在8人をＨ21年度末までに20人
（２）エネルギー管理員（電気）　Ｈ17年度現在6人をＨ21年度末までに15人
（３）酸素欠乏危険作業主任者　Ｈ17年度現在19人をＨ21年度末までに30人
（４）産業廃棄物中間処理施設技術管理士　Ｈ17年度現在3人をＨ21年度末までに
     10人
３　浄水場運転管理業務委託における民間委託の場合との費用対効果検証
　　企業局において，業務の効率性や安全性等の要素も踏まえ，平成20年度末ま
 でに費用対効果等の検証を行う。
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［総合評価］

から県民のみなさまへ＞

   当法人は，県企業局が所管する浄水場の運転管理業務を受託し，その役割は，
県企業局と連携して機動的かつ効率的に業務を運営することにある。
   当法人は，こうした役割を十分認識し，コスト面で県企業局に寄与できるよう引き
続き経費等を見直し，自主的な経営改善に努めるべきである。
   一部自治体で浄水場の運転管理を民間委託している事例も見られ，将来的には
民間事業者と競合することも想定されることから，民間事業者に負けない経営体制
を確立する必要がある。
   なお，県企業局は民間委託と当法人へ委託した場合の費用対効果等について
検証する必要がある。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性 組織運営の適正性 健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好

　 当公社は，県行政を補完し，公営企業の円滑な推進を支援することを目的として，平成２年に設立
いたしました。以来，健全経営に徹し，浄水場の運転管理業務を中心に着実に実績を積み重ね水道水
の安定供給に貢献してまいりました。
　 今年度は，平成１７年度から２１年度を期間といたします当企業公社の第２次中期計画の２年目に
当たりまして，効率的かつ計画的に業務を推進するとともに事務費等の節減を図り，安定した経営基
盤の確立に努めてまいりました。
　 今後とも，公益法人として，水道の普及促進及び水質浄化啓発などの設立目的に沿った活動を積極
的に行ってまいりますとともに，これまで培ってきた運転管理技術や水質分析技術にさらに磨きをか
け，安全・確実な業務で信頼を深め，県企業局と一体となって水道水の安定供給に努めてまいります。
　 県民の皆様のご理解とご支援をお願い申し上げます。        平成１９年２月　　理事長　坂入　健

総合的所見等
に係る対応

   当法人は県企業局浄水場の運転管理業務に関し長期にわたる安定的な実績を
有しており，県企業局と連携して浄水場の運転管理業務の適正な執行に努め，水
道水の安定供給等に寄与してきた。県企業局としては，当法人に対して，民間事業
者との競合に対抗できる経営体制を確立するため，技術力の向上や業務の効率
化等を指導しているところである。
   現在当法人では各種資格の取得による技術力の向上や経費の見直し等による
経営の効率化に積極的に取り組んでいるところであるが，県企業局としても，より
強固な経営体制の確立に向けて，今後も引き続き指導をしていく。
   また，県企業局では，浄水場の運転管理業務委託について，他県の水道事業者
に対する実態調査等を実施し，業務の効率性や安全性等の要素を踏まえ，費用対
効果等の検証を行うこととしている。

＜ 財団法人　茨城県企業公社

改善の余地がある 緊急の改善措置が必要
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